


自治体DXとは、デジタル技術やデータを活用した行政サービスにより住民
の利便性を向上させるとともに、自治体職員の業務効率化を図り、人的資
源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことです。昨年１２月に引き続
き２回目の質問になりましたが、今回はさらに踏み込みBPR（業務改革）の
進捗状況やLINE活用、DX災害対策等について議論を深めました。

業務量改善に向けてLOGOチャットの
導入を検討するべきでは？

＊LOGOチャットを導入されている自治体のアンケート結果
によると、1人あたり平均1日24.6分、年間（240日）98時間の
業務時間を削減。具体的には、報告・連絡・相談や会議の
調整で２割減、４４時間削減できたことが示されています。

座間市は令和３年３月にLINE公式アカウントを開設し、１年
たらずで約８０の窓口機能をLINE上に構築し、人口の約６割
が友だち登録をされています。この先進的な取り組みにより
、行政サービスを向上させ全国的にも注目をされています。

先進的に進む座間市のLINE活用

総務部長：本年2月から4月までにかけて令和3年度中の業務量を調査しま
した。紙や押印の使用が類似団体に比べて多いことが確認されました。今
後業務の効率化を進めるため、紙中心の業務フローから電子中心の業務
フローに改める必要があるとの結果でした。当面、この結果から改善策を
計画して行きます。

総務部長：議員ご指摘の効果が見込めることや、情報の共
有に有効なツールであると考えており、ビジネスチャットに
ついて調査研究を進めてまいります。

市長室長：今年はDXによる災害ボランティアセンターの
開設訓練を行っていただきました。DXによって円滑に受
付等の処理が行えます。具体的には、QRコードを活用し
、被災者からの支援ニーズとボランティアの支援内容を
事前にマッチングできるほか、電子地図により支援現場
をあらかじめ確認し、資器材の貸出返却等の管理を断続
的に実施できるものとなります。これらの処理をスムーズ
に行えることで、現地での混乱やスタッフの体力損耗を防
げるとともに人々が停滞することがないため、新型コロナ
ウイルス感染症の蔓延防止にも効果的です。

総務部長：公共施設の予約について、システムの仕様上
の制約から踏んでおりませんので、今後取り組みたいと
考えています。対象としては公民館やスポーツ施設等の
予約を考えています。

自治体DXの推進について

BPRを進めるための業務調査の進捗状況は？

LINE活用で一番効果を発揮できてい
る機能は？

まだ登録されていな
い方はこちらのQRコ
ードを読み込んでく
ださい。

総務部長：申請機能が大きな効果を発揮していると考えます
。申請機能によって、証明書等の請求や申請、手数料、決済
、市民アンケートなど様々なことが実現できました。特に申請
機能の中でも粗大ごみの申込手続きが申込数だけでなく、
市民の利便性が大きく向上できたものと考えています。

LINEで公共施設の予約が可能に？

デジタルデバイドへの対応は？
総務部長：取り扱いが苦手の方を対象に、公民館などで
スマートフォンの使い方や、line公式アカウントの利用方
法などをお伝えするスマホ教室を開催して行きます。

総合防災訓練でのDX活用について
の総評は？

令和４年第４回定例会
一般質問と答弁の主な内容

避難所運営においても応用した対
策が取れるのでは？

市長室長：大規模災害が発生した場合、多くの避難者が
避難所に殺到することが想像できます。特に避難者の受
付は、避難者の家族構成や家屋の被害状況のほか、体
調確認や要配慮者の有無等多岐にわたる確認作業が生
じることから、対応スタッフや避難者に負担が生じるところ
です。その際、デジタルシステムを活用することで円滑な
受付が図れるものと考えますが、事前に避難者の情報を
得る必要があることから、個人情報の取り扱いについて
慎重に検討する必要があると考えています。現在は内閣
府主導で、クラウド型被災者支援システムを構築しており
、本市でも導入を検討しています。
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